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(57)【要約】
【課題】衝撃強度や耐薬品性、寸法安定性に優れるだけでなく、耐熱剛性に優れた繊維含
有熱可塑性樹脂組成物を成形することで得られる、本革が貼付された自動車内装用部品の
提供。
【解決手段】
グラフト共重合体（Ａ）４０～７０重量部、不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）１０～
２０重量部、共重合体（Ｃ）１０～５０重量部からなるゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ
）４０～６０重量部と、ポリアミド樹脂（Ｅ）４０～６０重量部とを含有する熱可塑性樹
脂組成物であって、式（１）、を満たし、かつ式（２）を満足する繊維状充填材を含有す
る繊維含有熱可塑性樹脂組成物を成形することで得られる、本革が貼付された自動車内装
用部品。
　式（１）　Ｐ＝ｎ/（ｎ＋ｋ）　ただし０．５＜Ｐ≦０．８
　式（２）　０．２５≦ｗ/（ｗ＋１００×Ｐ）≦０．５０
ｋ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に占めるゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）由来の
アセトン可溶部（重量部）
ｎ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に占めるポリアミド樹脂（Ｅ）の含有量（重量部）
ｗ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に対する繊維状充填材の配合量（重量部）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ゴム質重合体２０～８０重量％に、芳香族ビニル系単量体１０～７０重量％およびこれ
と共重合可能な他の単量体１０～７０重量％をグラフト重合してなるグラフト共重合体（
Ａ）４０～７０重量部（グラフト共重合体（Ａ）を基準（１００重量％）とする。）、不
飽和カルボン酸系単量体０．５～２０重量％、芳香族ビニル系単量体５０～８９．５重量
％およびこれと共重合可能な他の単量体１０～４９．５重量％を重合してなる不飽和カル
ボン酸変性共重合体（Ｂ）１０～２０重量部（不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）を基
準（１００重量％）とする。）、芳香族ビニル系単量体３０～９０重量％およびこれと共
重合可能な他の単量体（ただし、不飽和カルボン酸系単量体を除く）１０～７０重量％を
重合してなる共重合体（Ｃ）１０～５０重量部（共重合体（Ｃ）を基準（１００重量％）
とする。）、からなるゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）４０～６０重量部（（Ａ）、（
Ｂ）および（Ｃ）の合計は１００重量部である。）と、ポリアミド６１０、ポリアミド１
０１０、およびポリアミド１１を一種又は二種以上用いたポリアミド樹脂（Ｅ）４０～６
０重量部とを含有する熱可塑性樹脂組成物（ゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）とポリア
ミド樹脂（Ｅ）の合計は１００重量部である。）であって、該熱可塑性樹脂組成物１００
重量部に占める、ゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）由来のアセトン可溶部とポリアミド
樹脂（Ｅ）の含有量が下記式（１）を満たし、かつ、該熱可塑性樹脂組成物１００重量部
に対し、下記式（２）を満足する繊維状充填材を含有する繊維含有熱可塑性樹脂組成物を
成形して得られる、本革が貼付された自動車内装用部品。
　式（１）　Ｐ＝ｎ/（ｎ＋ｋ）　ただし０．５＜Ｐ≦０．８
　式（２）　０．２５≦ｗ/（ｗ＋１００×Ｐ）≦０．５０
ｋ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に占めるゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）由来の
アセトン可溶部（重量部）
ｎ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に占めるポリアミド樹脂（Ｅ）の含有量（重量部）
ｗ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に対する繊維状充填材の配合量（重量部）
【請求項２】
　自動車内装用部品がインストルメントパネルである請求項１記載の本革が貼付された自
動車内装用部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、衝撃強度や耐薬品性、寸法安定性に優れるだけでなく、耐熱剛性に優れた繊
維含有熱可塑性樹脂組成物を成形して得られる、本革が貼付された自動車内装用部品に関
するものである。詳しくは、特定のゴム強化ビニル系樹脂組成物と特定のポリアミド樹脂
からなる熱可塑性樹脂組成物に対し、特定量の繊維状充填材を含有する繊維含有熱可塑性
樹脂組成物を成形して得られる、本革が貼付された自動車内装用部品に関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、自動車内装部品には、その機械特性と経済性の点から、ＰＰ（ポリプロピレ
ン樹脂）系樹脂が、使用されてきた。一方、自動車内装の高級化に伴い、これら部品に本
革が貼付されてきている。しかしながら、従来のＰＰ系樹脂では、高温時の剛性が不足す
るために、本革の収縮により、基材の変形などの問題が生じる場合があった。
　この問題に対して、ＰＰ系樹脂よりも耐熱特性が高いエンジニアリングプラスチックの
使用が考えられる。
【０００３】
　６－ナイロンに代表されるポリアミド樹脂は、優れた成形性、耐熱性、耐衝撃性、耐薬
品性、耐磨耗性などを有する反面、乾燥状態での衝撃強度の低下、吸湿による寸法変化や
抗張力の低下といった問題を有している。また、ＡＢＳ樹脂に代表されるゴム強化ビニル
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系樹脂も優れた耐衝撃性、成形性、光沢などを有するが、耐薬品性や耐熱剛性に劣ると言
った問題がある。
【０００４】
　ポリアミド樹脂とゴム強化スチレン系樹脂の特長を残しながら、ポリアミド樹脂の欠点
である吸湿時の寸法変化やゴム強化スチレン系樹脂の欠点である耐薬品性の向上を図るた
めに、不飽和カルボン酸変性共重合体を相溶化剤として配合してなるポリマーアロイや、
ガラス繊維を配合した樹脂組成物が提案されている（特許文献１：特開平１－１５８号公
報、特許文献２：特開平１０－１５８５０８号公報、特許文献３：特開２０００－１７１
７０号公報）。
　しかしながら、従来技術をもってしても、流動性や吸湿時の寸法安定性の向上が不十分
であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１－１５８号公報
【０００６】
【特許文献２】特開平１０－１５８５０８号公報
【０００７】
【特許文献３】特開２０００－１７１７０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の目的は、ゴム強化ビニル系樹脂／ポリアミド樹脂アロイの特長を有するととも
に、流動性、衝撃強度、耐薬品性、寸法安定性に優れ、かつ耐熱剛性に優れる繊維含有熱
可塑性樹脂を成形して得られる、本革が貼付された自動車内装用部品を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　すなわち、本発明は、ゴム質重合体２０～８０重量％に、芳香族ビニル系単量体１０～
７０重量％およびこれと共重合可能な他の単量体１０～７０重量％をグラフト重合してな
るグラフト共重合体（Ａ）４０～７０重量部（グラフト共重合体（Ａ）を基準（１００重
量％）とする。）、不飽和カルボン酸系単量体０．５～２０重量％、芳香族ビニル系単量
体５０～８９．５重量％およびこれと共重合可能な他の単量体１０～４９．５重量％を重
合してなる不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）１０～２０重量部（不飽和カルボン酸変
性共重合体（Ｂ）を基準（１００重量％）とする。）、芳香族ビニル系単量体３０～９０
重量％およびこれと共重合可能な他の単量体（ただし、不飽和カルボン酸系単量体を除く
）１０～７０重量％を重合してなる共重合体（Ｃ）１０～５０重量部（共重合体（Ｃ）を
基準（１００重量％）とする。）、からなるゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）４０～６
０重量部（（Ａ）、（Ｂ）および（Ｃ）の合計は１００重量部である。）と、ポリアミド
６１０、ポリアミド１０１０、およびポリアミド１１を一種又は二種以上用いたポリアミ
ド樹脂（Ｅ）４０～６０重量部とを含有する熱可塑性樹脂組成物（ゴム強化ビニル系樹脂
組成物（Ｄ）とポリアミド樹脂（Ｅ）の合計は１００重量部である。）であって、該熱可
塑性樹脂組成物１００重量部に占める、ゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）由来のアセト
ン可溶部とポリアミド樹脂（Ｅ）の含有量が下記式（１）を満たし、かつ、該熱可塑性樹
脂組成物１００重量部に対し、下記式（２）を満足する繊維状充填材を含有する繊維含有
熱可塑性樹脂組成物を成形して得られる、本革が貼付された自動車内装用部品である。
　式（１）　Ｐ＝ｎ/（ｎ＋ｋ）　ただし０．５＜Ｐ≦０．８
　式（２）　０．２５≦ｗ/（ｗ＋１００×Ｐ）≦０．５０
ｋ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に占めるゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）由来の
アセトン可溶部（重量部）
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ｎ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に占めるポリアミド樹脂（Ｅ）の含有量（重量部）
ｗ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に対する繊維状充填材の配合量（重量部）
【発明の効果】
【００１０】
　本発明は、流動性、衝撃強度、耐薬品性、寸法安定性に優れ、かつ耐熱剛性に優れる本
革が貼付された自動車内装用部品を提供することができるものである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の本革が貼付された自動車内装用部品につき詳細に説明する。
　本発明において用いることのできるゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）は、ゴム質重合
体２０～８０重量％に、芳香族ビニル系単量体１０～７０重量％およびこれと共重合可能
な他の単量体１０～７０重量％をグラフト重合してなるグラフト共重合体（Ａ）４０～７
０重量部（グラフト共重合体（Ａ）を基準（１００重量％）とする。）、不飽和カルボン
酸系単量体０．５～２０重量％、芳香族ビニル系単量体５０～８９．５重量％およびこれ
と共重合可能な他の単量体１０～４９．５重量％を重合してなる不飽和カルボン酸変性共
重合体（Ｂ）１０～２０重量部（不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）を基準（１００重
量％）とする。）、芳香族ビニル系単量体３０～９０重量％およびこれと共重合可能な他
の単量体（ただし、不飽和カルボン酸系単量体を除く）１０～７０重量％を重合してなる
共重合体（Ｃ）１０～５０重量部（共重合体（Ｃ）を基準（１００重量％）とする。）、
からなる樹脂組成物（（Ａ）、（Ｂ）および（Ｃ）の合計は１００重量部である。）であ
り、ゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）１００重量部に対してアセトン可溶部が１０～５
０重量部であることが好ましい。
【００１２】
　グラフト共重合体（Ａ）を構成するゴム質重合体としては、ポリブタジエン、ブタジエ
ン－スチレン共重合体、ブタジエン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン
－スチレンブロック共重合体、スチレン－イソプレン－スチレンブロック共重合体、イソ
ブチレン－イソプレン共重合体等のジエン系（共）重合体、さらにはこれらジエン系（共
）重合体の水素添加ゴム、エチレン－プロピレン共重合体、エチレン－プロピレン－非共
役ジエン共重合体、エチレン－ブテン－１－非共役ジエン共重合体、アクリルゴム等が挙
げられ、１種または２種以上使用できる。これらのうち、ポリブタジエン、ブタジエン－
スチレン共重合体、エチレン－プロピレン－非共役ジエン共重合体、アクリルゴムが好ま
しく、特にポリブタジエン、ブタジエン－スチレン共重合体が好ましい。
【００１３】
　ゴム質重合体の重量平均粒子径については特に制限はないが、０．０５～２．０μｍで
あることが好ましい。さらに好ましくは０．１０～１．０μｍである。当該粒子径を有す
るゴム質重合体は、乳化重合ゴム（ラテックス）、または短時間の乳化重合による小粒子
径ゴムラテックスを機械的・化学的に処理して肥大化したゴム（ラテックス）でもよい。
さらには、ドライゴムを裁断後、単量体または溶剤にて溶解することにより得た溶解ゴム
でも可能である。
【００１４】
　グラフト共重合体（Ａ）を構成する芳香族ビニル系単量体としては、スチレン、α－メ
チルスチレン、ｏ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ビニルトルエン、メチル－α
－メチルスチレン、臭素化スチレン等が挙げられ、１種または２種以上使用できるが、特
にスチレン、α－メチルスチレンが好ましい。
【００１５】
　また、共重合可能な他の単量体としては、シアン化ビニル系単量体、（メタ）アクリル
酸エステル系単量体、不飽和カルボン酸系単量体、マレイミド系単量体の群から選ばれた
少なくとも１種の単量体が挙げられる。
　シアン化ビニル系単量体としては、アクリロニトリル、メタアクリロニトリル等が挙げ
られるが、特にアクリロニトリルが好ましい。（メタ）アクリル酸エステル系単量体とし
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ては、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル、メタクリル酸メチル、
メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル等が挙げられるが、特にメタクリル酸メチルが
好ましい。不飽和カルボン酸系単量体としては、アクリル酸、メタクリル酸、（無水）マ
レイン酸、フマル酸、イタコン酸等が挙げられるが、（メタ）アクリル酸、（無水）マレ
イン酸が好ましい。マレイミド系単量体としては、マレイミド、Ｎ－メチルマレイミド、
Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－（２－メチルフェニル）マレイミド、Ｎ－（４－ヒドロキ
シフェニル）マレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド等が挙げられるが、特にＮ－フ
ェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミドが好ましい。
【００１６】
　グラフト共重合体（Ａ）におけるグラフト率については特に制限はないが、好ましくは
２０～１５０％である。なお、グラフト率とは、グラフト重合で得られたグラフト共重合
体をアセトンにて溶解し、可溶分と不溶分に分離した後、次式により求めたものである。
　グラフト率（％）＝［アセトン不溶分重量－グラフト共重合体中のゴム質重合体重量］
／［グラフト共重合体中のゴム質重合体重量］×１００
　グラフト率は、グラフト重合時のゴム質重合体と単量体との比率、単量体の添加速度な
どの重合条件の変更により適宜調整することができる。またグラフト共重合体（Ａ）の製
造方法については特に制限はなく、塊状重合、溶液重合、塊状懸濁重合、懸濁重合、乳化
重合など通常の公知の方法が用いられる。グラフト率の面より、乳化重合が好ましい。
【００１７】
　本発明において用いることのできる不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）とは、不飽和
カルボン酸系単量体０．５～２０重量％、芳香族ビニル系単量体５０～８９．５重量％お
よびこれと共重合可能な他の単量体１０～４９．５重量％を重合してなる共重合体（不飽
和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）を基準（１００重量％）とする。）である。
【００１８】
　不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）を構成する不飽和カルボン酸系単量体としては、
アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸等が挙げられ、１種また
は２種以上使用できるが、特にメタクリル酸が好ましい。
　芳香族ビニル系単量体およびこれと共重合可能な他の単量体としては、グラフト共重合
体（Ａ）の項で例示したものと同様のものを使用することができる。
　共重合可能な他の単量体としては、アクリロニトリル、メタクリル酸メチルなどが好ま
しい。
【００１９】
　上記不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）の製造においては公知の乳化重合法、塊状重
合法、懸濁重合法、溶液重合法を採用することができる。
　不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）の還元粘度については特に制限はないが、０．２
～１．２ｄｌ／ｇであることが好ましい。なお、還元粘度は、重合温度、単量体の添加方
法、使用する開始剤および例えばｔ－ドデシルメルカプタン等の重合連鎖移動剤の種類お
よび量により適宜調整することができる。
【００２０】
　本発明において用いることのできる共重合体（Ｃ）とは、芳香族ビニル系単量体３０～
９０重量％およびこれと共重合可能な他の単量体（ただし、不飽和カルボン酸系単量体を
除く）１０～７０重量％を重合してなる共重合体（共重合体（Ｃ）を基準（１００重量％
）とする。）である。共重合体（Ｃ）を構成する芳香族ビニル系単量体およびこれと共重
合可能な他の単量体としては、グラフト共重合体（Ａ）の項で例示したものと同様のもの
を使用することができる。芳香族ビニル系単量体としては、スチレン、α－メチルスチレ
ンが好ましい。他の共重合可能な単量としてはアクリロニトリル、メタクリル酸メチル、
Ｎ－フェニルマレイミドが好ましい。
【００２１】
　上記共重合体（Ｃ）の製造においては、公知の乳化重合法、塊状重合法、懸濁重合法、
溶液重合法を採用することができる。共重合体（Ｃ）の還元粘度について、何ら限定はな
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いが、０．３～１．２ｄｌ／ｇの範囲であることが好ましい。なお、還元粘度は、重合温
度、単量体の添加方法、使用する開始剤および例えばｔ－ドデシルメルカプタン等の重合
連鎖移動剤の種類および量により適宜調整することができる。
【００２２】
　本発明において用いることのできるポリアミド樹脂（Ｅ）は、ポリアミド６１０、ポリ
アミド１０１０およびポリアミド１１を一種又は二種以上用いたポリアミド樹脂である必
要がある。ポリアミド６Ｔ／６Ｉ、ポリアミド６／６Ｔ、ポリアミド６６／６Ｔ、ポリア
ミドＭＸＤ６ポリトリメチルヘキサメチレンテレフタルアミド、ポリビス（４－アミノシ
クロヘキシル）メタンドデカミド、ポリビス（３－メチル－４－アミノシクロヘキシル）
メタンドデカミド、ポリメタキシリレンアジパミド、ポリアミド１１Ｔ、ポリウンデカメ
チレンヘキサヒドロテレフタルアミド等は寸法安定性に劣るため好ましくない。なお、上
記”Ｉ”はイソフタル酸成分、”Ｔ”はテレフタル酸成分を示す。
【００２３】
　本発明において用いることのできる繊維状充填材は、何ら制限されるものではないが、
例えば、ガラス繊維、炭素繊維、アラミド繊維、アルミナ繊維、炭化ケイ素繊維、金属繊
維などが挙げられる。特にガラス繊維、炭素繊維が好ましい。
【００２４】
　本発明で用いられるゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）におけるグラフト共重合体（Ａ
）、不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）および共重合体（Ｃ）の配合割合は、（Ａ）：
４０～７０重量部、（Ｂ）：１０～２０重量部、（Ｃ）：１０～５０重量部（（Ａ）、（
Ｂ）および（Ｃ）の合計は１００重量部である。）である。
【００２５】
　本発明で用いられる熱可塑性樹脂組成物とはゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）および
ポリアミド樹脂（Ｅ）を含有する樹脂組成物であり、配合割合はゴム強化ビニル系樹脂組
成物（Ｄ）：４０～６０重量部、ポリアミド樹脂（Ｅ）：４０～６０重量部（ゴム強化ビ
ニル系樹脂組成物（Ｄ）とポリアミド樹脂（Ｅ）の合計は１００重量部である。）である
。さらには、該熱可塑性樹脂組成物１００重量部に占める、ゴム強化ビニル系樹脂組成物
（Ｄ）由来のアセトン可溶部とポリアミド樹脂（Ｅ）の含有量が下記式（１）を満たし、
かつ、該熱可塑性樹脂組成物１００重量部に対し、下記式（２）を満足する繊維状充填材
を含有していることが必要である。アセトン可溶部とは、２gのゴム強化ビニル系樹脂組
成物（Ｄ）を６０ｍｌのアセトンにて溶解し、遠心分離により分離した上澄み液を、エバ
ポレータを用いて濃縮し、濃縮液を適量のメタノールに滴下して沈殿した樹脂成分の元重
量に占める割合のことである。
　アセトン可溶部＝（メタノール沈殿物の乾燥重量）／元重量×１００（重量％）
　式（１）　Ｐ＝ｎ/（ｎ＋ｋ）、　ただし０．５＜Ｐ≦０．８　
　式（２）　０．２５≦ｗ/（ｗ＋１００×Ｐ）≦０．５０　　　
ｋ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に占めるゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）由来の
アセトン可溶部（重量部）
ｎ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に占めるポリアミド樹脂（Ｅ）の含有量（重量部）
ｗ：熱可塑性樹脂組成物１００重量部に対する繊維状充填材の配合量（重量部）
【００２６】
　式（１）の値が０．５よりも小さくなると、連続相に占めるポリアミド成分比率が少な
くなり、耐薬品性が低下するうえに、耐熱剛性を得るために多量の繊維状充填材を配合す
る必要があり、成形時に必要な流動性が低下するため好ましくない。また、式（１）の値
が０．８を超えて大きくなると、連続相に占めるポリアミド成分比率が大きくなりすぎ、
結晶化による成型品のヒケや吸湿による寸法変化が大きくなるため好ましくない。
　式（１）を満たす熱可塑性樹脂組成物であっても、式（２）の値が０．２５よりも小さ
くなると、十分な耐熱剛性が得られなくなり、また、式（２）の値が０．５０よりも大き
くなると、流動性が低下するため好ましくない。
【００２７】
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　グラフト共重合体（Ａ）、不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）、共重合体（Ｃ）、ポ
リアミド樹脂（Ｅ）および繊維状充填材の混合順序ならびにその状態には何ら制限はなく
、グラフト共重合体（Ａ）、不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）、共重合体（Ｃ）、ポ
リアミド樹脂（Ｅ）および繊維状充填材の一括同時混合、特定の二成分を予備混合した後
、残る成分を混合する方法が例示される。これらの溶融混合に際してはバンバリーミキサ
ー、ロール、押出機等を用いることができる。
【００２８】
　混合に際し、必要に応じてポリ乳酸などに代表される植物由来の熱可塑性樹脂、ポリカ
ーボネート、ポリフェニレンエーテルなどの他樹脂、さらには酸化防止剤、紫外線吸収剤
、光安定剤、帯電防止剤、滑剤、染料、顔料、可塑剤、難燃剤、離型剤等の公知の添加剤
、補強材、充填材等を配合することができる。
【００２９】
　本発明の本革が貼付された自動車内装用部品は上記の繊維含有熱可塑性樹脂組成物を自
動車内装部品の形状を形成した金型で構成されるキャビティ内に射出して得られた成形物
に、本革を接着剤により接着することにより貼付して得ることができる。自動車内装部品
としては、インストルメントパネル、ピラー、ドアトリム、コンソール、グローブボック
ス、アームレスト等が挙げられる。本革は、動物の種類や部位について特に限定されず、
接着剤はウレタン樹脂系接着剤、アクリル樹脂系接着剤、エポキシ樹脂系接着剤などが用
いられる。また、クッション性をあげるために、成形品と本革の間に、クッション性のあ
る発泡成形体や繊維状成形体を挿入しても良い。
【実施例】
【００３０】
　以下に本発明について詳細に説明する。尚、本発明はこれにより何ら制限を受けるもの
では無い。また、部および％は何れも重量基準で示した。
【００３１】
＜グラフト共重合体（Ａ）－１＞（乳化重合法）
　窒素置換したガラスリアクターに、重量平均粒子径が０．４μｍであるポリブタジエン
ラテックスを固形分換算で６０重量部と脱イオン水１４０重量部、ラクトース０．０６重
量部、無水ピロリン酸ナトリウム０．０２５重量部および硫酸第一鉄０．００１重量部を
溶解した水溶液を添加した後、６５℃に昇温した。その後、アクリロニトリル１０重量部
、スチレン３０重量部、ターシャリードデシルメルカプタン０．３重量部の混合液および
脱イオン水２０重量部にオレイン酸カリウム１．０重量部、クメンハイドロパーオキサイ
ド１重量部を溶解した乳化剤水溶液を５時間に亘り連続添加した。連続添加後、７０℃に
昇温し、重合を２時間継続して重合を終了し、塩析、脱水、乾燥し、グラフト共重合体（
Ａ）－１を得た。グラフト共重合体（Ａ）－１のグラフト率を測定したところ、４０％で
あった。
【００３２】
＜不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）＞
　窒素置換したガラスリアクターに、脱イオン水１００重量部を添加した後、昇温を行い
、６０℃に達した時点で過硫酸カリウム０．３部、メタクリル酸５部、スチレン７０部、
アクリロニトリル２５部、ターシャリードデシルメルカプタン１．６部からなるモノマー
混合溶液の６％およびドデシルベンゼンスルホン酸Na１部を脱イオン水２０部に溶解させ
た乳化剤水溶液１０％を添加した。その後６５℃まで昇温し残りのモノマー混合液および
乳化剤水溶液を連続添加した。その後７０℃に昇温し重合を完了した。塩化カルシウムを
用いて塩析したのち脱水、乾燥し、不飽和カルボン酸変性共重合体（Ｂ）を得た。
【００３３】
＜共重合体（Ｃ）＞
（Ｃ）－１：公知のバルク重合法により、スチレン７０部およびアクリロニトリル３０部
からなる共重合体（Ｃ）－１を得た。
（Ｃ）－２：公知の乳化重合法により、α－メチルスチレン７０重量部およびアクリロニ
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トリル３０重量部からなる共重合体（Ｃ）－２を得た。
（Ｃ）－３：スチレン・Ｎ－フェニルマレイミド・無水マレイン酸共重合体
（電気化学工業（株）製　デンカＩＰ　ＭＳ－ＮＣ（商品名））
【００３４】
＜ポリアミド１１（Ｅ－１）＞
　アルケマ株式会社製　「リルサンＢＭＮ　Ｏ」
＜ポリアミド６１０（Ｅ－２）＞
　エムスケミー・ジャパン株式会社製　「Ｇｒｉｌａｍｉｄ　ＸＥ４０１９」
＜ポリアミド１０１０（Ｅ－３）＞
　エムスケミー・ジャパン株式会社製　「Ｇｒｉｌｏｎ　ＸＥ１３０６」
＜ポリアミド６（Ｅ－４）＞
　ユニチカ株式会社製　「ユニチカナイロン　Ａ１０３０ＢＲＬ」
＜ポリアミド６６（Ｅ－５）＞
　旭化成ケミカルズ株式会社製　「レオナ　１３００Ｓ」
【００３５】
＜繊維状充填材＞
　ガラス繊維
日東紡績社製　チョップドストランド　ＣＳＦ　３ＰＥ－３３２Ｓ
【００３６】
〔実施例および比較例〕
　表１に示す組成比率に基づき、上記のグラフト共重合体（Ａ）、不飽和カルボン酸変性
共重合体（Ｂ）、共重合体（Ｃ）を混合し、押出機にて溶融混練することにより、ゴム強
化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）を得た。得られたゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）のアセ
トン可溶部の測定結果を表１に示す。得られたアセトン可溶部と熱可塑性樹脂組成物に含
まれるゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）の割合から、熱可塑性樹脂組成物１００重量％
に占める、ゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）由来のアセトン可溶部を求めた。次に、表
２及び表３に示す組成比率に基づき、ゴム強化ビニル系樹脂組成物（Ｄ）とポリアミド樹
脂（Ｅ）を混合したものを２軸押出機（ＴＥＸ－４４Ｓ、設定温度２８０℃）のホッパー
から供給し、繊維状充填材をサイドフィードにより混錬しペレット化して各種組成物を得
た。
【００３７】
　得られた各種組成物を、射出成形機（設定温度２３５℃、金型温度６０℃）にて各種試
験片を作成し、物性を評価した結果を表２及び表３に示す。なお、それぞれの評価方法を
以下に示す。
【００３８】
（１）衝撃強度：ＩＳＯ　１７９に準拠し、４ｍｍ厚みで、ノッチ付きのシャルピー衝撃
値を測定。単位：ｋＪ／ｍ２

（２）耐熱剛性：ＩＳＯ　５２７に準拠し、４ｍｍ厚みで、１１０℃に１時間保持した後
、引張弾性率を測定。単位：ＭＰａ
（３）寸法安定性：１５０ｍｍ×９０ｍｍ×３ｍｍｔの寸法の平板作成用金型にて射出成
形し、得られた平板を成形後２３℃、５０％ＲＨ恒温室内に２４時間放置した後の長辺（
１５０ｍｍ方向）の長さをＬ０とし、同平板を６０℃、９０％ＲＨの条件下で７２時間吸
湿させ、２３℃、５０％ＲＨにて２４時間状態調整した後の長辺の長さをＬ１とした場合
、次式で表される値により、次の３段階の基準により評価を行った。
（Ｌ１－Ｌ０）／Ｌ０×１００
　　○：０～０．７
　　△：０．７～１．２
　　×：１．２＜
（４）耐薬品性：１５０ｍｍ×９０ｍｍ×３ｍｍｔの寸法の平板作成用金型にて射出成形
した平板から巾４０ｍｍの短冊状に切り出し、室温にて１/４インチ楕円法による臨界歪
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　　　臨界歪み
　　　　○：０．７以上またはクラックなし
　　　　△：０．３以上、０．７未満
　　　　×：０．３未満
（５）流動性：ＩＳＯ１１３３に準拠して２４０℃、荷重１０ｋｇｆのメルトボリューム
レイトを測定した。単位；ｇ／１０分
【００３９】
【表１】

【００４０】
【表２】

【００４１】
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【００４２】
　上記の結果より、耐薬品性、寸法安定性、耐熱性に優れていることから、実寸大の射出
成形品においても、本革の収縮による基材の変形が生じることなく、美しい成形品が得ら
れると推測できる。
【産業上の利用可能性】
【００４３】
　本発明は、衝撃強度、耐薬品性、寸法安定性に優れ、かつ耐熱剛性に優れているため、
本革が貼付された自動車内装用部品として好適に用いることができる。
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